
 
 
 
 

 
 
 

Q１　この事業は、誰のために、何をするのですか？

Q２　この事業に、私たちの税金がどのように使われていますか？

Q３　この事業が行われることによるメリットは？

Q４　この事業はいつから始まり、また、見直しなどを行いましたか？

中山間地域の住民組織（町内会など）に対し、地域活性化につながる

コミュニティビジネスの費用の一部を補助をする事業です。 

地域資源を活かした地域の取組の後押しを通じて、地域課題の解決と

地域活性化を目的としています。

　ビジネス拠点となる施設の改装費用の補助と、ビジネスの運営経費の

補助に使われています。

ビジネスが軌道に乗るまでの初期費用の負担軽減により、地域の継続

的な取組のきっかけになります。また、ビジネスを通じた住民同士の交

流が生まれます。

2018 年度から実施しています。 

　現状見直しなどは行っていませんが、ビジネス立案を伴走できるアドバ

イザー派遣など、人的な支援の追加を検討しています。

事業名：地域づくり支援事業（中山間地域コミュニティビジネス支援事業）

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 

やっさだるマンの
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事
業
名

内
容

金
額

住
民
組
織

市
民
活

動
団
体

活
動

中
核

組
織

基
礎

組
織

地
域
ビ
ジ
ョ
ン

作
成
活
動
中
核

組
織

住
民
自
治
組
織
活

動
支
援
事
業

地
域
課
題
の
解
決
、
地
域
活
性
化

等
の
た
め
に
取
り
組
む
住
民
組
織

に
対
し
て
補
助
金
を
交
付
す
る

地
域
活
動
等
　
世
帯
数
に
よ
り
上
限
30
千
円
～
80
0千
円

人
材
育
成
　
1,
00
0世
帯
以
上
の
活
動
中
核
組
織
及
び
地

区
連
合
に
対
し
て
上
限
20
0千
円

広
域
活
動
　
地
区
連
合
に
対
し
て
上
限
30
0千
円

※
補
助
率
10
/1
0

○

○
※
活
動
中

核
組
織
と

同
等
の
活

動
を
し
て

い
る
場
合

の
み

地
域
経
営
推
進
事

業
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
の
推
進
に
関
す
る

事
業
等
を
行
う
活
動
中
核
組
織
に

対
し
て
交
付
金
を
交
付
す
る

均
等
割
額
　
35
0千
円

世
帯
割
額
　
（
基
本
額
）
1世
帯
当
た
り
50
0円

（
加
算
額
）
１
世
帯
当
た
り
50
0円
～
1,
60
0円

中
山
間
地
域
加
算
　
中
山
間
地
域
の
み
30
0千
円

※
補
助
率
10
/1
0

○

中
山
間
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ

ネ
ス
支
援
事
業

地
域
資
源
を
活
用
し
て
、
新
た
な

産
業
等
を
創
出
す
る
中
山
間
地
域

の
住
民
組
織
に
対
し
て
補
助
金
を

交
付
す
る

初
年
度
　

　
施
設
改
修
等
経
費
　
上
限
3,
00
0千
円
　
補
助
率
9/
10

　
事
業
運
営
経
費
　
　
上
限
1,
00
0千
円
　
補
助
率
4/
5

次
年
度
　
事
業
運
営
経
費
　
上
限
50
0千
円
　
補
助
率
4/
5

○
※
中
山
間
地
域

の
み

市
民
提
案
型
協
働

事
業

市
と
協
働
し
て
取
り
組
む
べ
き
事

業
を
提
案
し
、
採
択
さ
れ
た
市
民

活
動
団
体
等
に
対
し
て
負
担
金
を

交
付
す
る

上
限
30
0千
円

※
補
助
率
10
/1
0

○
○

○
○

ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン

デ
ィ
ン
グ
活
用
促

進
事
業

市
民
活
動
団
体
等
が
ク
ラ
ウ
ド

フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
活
用
し
て
資

金
調
達
を
す
る
場
合
に
お
い
て
、

ク
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
利
用

手
数
料
補
助
金
を
交
付
す
る

上
限
40
0千
円
（
１
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
き
１
回
、
か
つ

１
申
請
者
に
つ
き
年
１
回
）

※
補
助
率
10
/1
0

○
○

〇
○

地
域
づ
く
り
支
援
の
概
要

※
今
回
点
検
す
る
事
業
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事業番号３ 2025 年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 地域づくり支援事業（中山間地域コミュニティビジネス支援事業） 事業開始年度 2018年度

上位施策事業名 1-2-1　地域づくり活動の活性化 担当局・部名 経営企画部

根拠法令等 三原市中山間地域コミュニティビジネス支援事業補助金交付要綱 担当課･係名 地域企画課

事務区分    自治事務    法定受託事務 作成責任者 藤本

実施の背景

　少子高齢化、人口減少が進む中山間地域の住民組織（活動中核組織）において、2013年
度から2018年度まで地域計画（現：地域ビジョン）を作成し、地域活性化に取り組んでき
た。この計画に基づき、地域資源を活用した新たな産業の創出、課題解決につながるコ
ミュニティビジネスを行う住民組織を支援するため、2018年度に本事業の補助制度を創設
した。背景として、統廃合となった小学校の地域資源としての活用が課題となっていた。
さらに地域活性化や人口流出防止等を図る事業を実施するに当たり、担い手や自主財源の
確保等が課題であった。これらの課題に対応する手段として、地域で稼ぐ仕組みの構築が
必要と判断し、産業創出を支援することとなった。

目　的
（何のために）

　市内において特に過疎化・高齢化が進行する中山間地域に対し、地域資源を活用した地
域における新たな産業等を創出する取組を促進することで、雇用機会創出による人口流出
緩和等地域課題の解決、及び資金確保や協働して活動する場の創出による地域活性化を図
る。

対象者数（全住民に対する割合）

18 組織 0.2 ％

　 直営

　 業務委託 又は　  指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　）

   補助金〔直接〕（補助先：住民組織　実施主体：住民組織）

   貸付（貸付先：　　　　　　　　）    　その他（　　　　　　　　　　　）

事業内容

【事業の流れ】
①対象組織に提案募集を行う　②提案に対し要件審査を行った後、審査会を行う
③選考により採択後、補助金の交付決定（概算払い可能）④１年目の事業実施（施設改修、事業運営）
⑤１年目の実績報告提出　⑥２年目の申請、交付決定後事業実施（事業運営）⑦２年目の実績報告提出
⑧３年目以降、10年目まで実績報告書提出
　※コミュニティビジネス着手年度から10年間、各年度の末日までに事業実施状況報告書と意見書を
　　市長へ提出するものとする。

【補助金の種類・補助率・上限額】
［初年度］　施設改修等経費　上限3,000千円　補助率9/10
　　　　　　事業運営経費　　上限1,000千円　補助率4/5
［次年度］　事業運営経費　　上限500千円　補助率4/5

関連事業
（同一目的事業等）

2025年度(予算) 2024年度(決算見込) 2023年度(決算) 2022年度(決算)

事業費合計 4,000 千円 0 千円 500 千円 4,408 千円

事業費内訳
（2024年度分）

　事業提案がなかったため、実施なし。

担当正職員 0.1 人 600 千円 0.1 人 600 千円 0.18 人 1,080 千円 0.18 人 1,080 千円

臨時職員等 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

人件費合計 0.1 人 600 千円 0.1 人 600 千円 0.18 人 1,080 千円 0.18 人 1,080 千円

総事業費 4,600 千円 600 千円 1,580 千円 5,488 千円

千円 千円 千円 千円

国県補助金の内容

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

その他の財源の内容

一般財源 4,600 千円 600 千円 1,580 千円 5,488 千円

財源合計 4,600 千円 600 千円 1,580 千円 5,488 千円

対　象
（誰・何を対象に）

中山間地域の住民組織のうち、地域計画（現：地域ビ
ジョン）を作成している活動中核組織

実施方法

事業内容
（手段、手法など）

事
業
費

人
件
費

国県補助金

その他の財源
（使用料、手数料など）

事
業
概
要

コ
ス
ト

財源

内訳

3



事業番号３ 2025 年度

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 2024年度 2023年度 2022年度

新規取組地域数 地域 0/1 0/1 1/1

単位当たりコスト 総事業費 ／ 取組地域数 千円 0 0 5,488 

成果目標
（指標設定理由等）

　中山間地域において、地域資源を活用した地域の活力を引き出すコミュニティビジネス
の創業や事業拡大等に伴う活動が行われる。

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 2024年度 2023年度 2022年度

中山間地域活性化コミュニティビジネス
取組地域数

地域 4/6 4/5 4/4

事業が黒字化している取組地域数 地域 3/4 2/4 1/4

集客数が向上している取組地域数 地域 4/4 3/4 2/3

事業の自己評価
(今後の事業の方向性、

課題等)

【自己評価・課題】
・住民組織はそもそも様々な活動の担い手不足の課題を抱えており、新たに事業
　を創業、運営していくための人材確保が困難な状況である。
・事業計画の策定、各種法令関係の確認、財源確保など補助申請のための準備事
　務に時間と労力がかかることから、申請のハードルが高い状況になっている。
・住民組織内に財務や経理に詳しい人がいないと、補助申請や事業実施にかかわ
　る書類整備、法人税等の納税対応が負担となり、申請を躊躇する一因になって
　いる。
・住民組織の役員交代などにより、当初の目的が不明確になるなど、事業継続が
　難しくなることがある。
・10年間の事業報告を求めていることも負担になっている。

【地域のニーズ】
　2024年度の募集期間終了後に、対象地域へ今後の意向調査を実施した。対象14地域中13
地域から回答があり、「取り組みたい・取り組む予定がある」が1地域、「検討中」が4地
域であった。
　調査結果に基づいて2025年度における具体的な取組の可能性について聞き取りをした
が、補助を活用しない形での事業実施の意向や、課題として記載している理由により見込
みはない状況である。

【今後の方向性】
・事業の企画から伴走支援できるアドバイザーを派遣するなど、人的支援を検討
　する。
・中山間地域以外に拡充、地域計画策定を不要にするなど補助対象要件の見直し
　を含めて、今後の制度運用のあり方を検討する。

比較参考値
（他自治体での類似事業の例

など）

廿日市市　まちづくりチャレンジ応援補助金
…新しいサービスによる活力づくり
　単独事業 80万円、連携事業 100万円
　※補助率は対象経費の3/4　ただし人件費は10/10、ハード整備は補助額に占める3/4まで

　採択件数　2023年度１件、2022年度１件

特記事項

事
業
実
績

活動実績

事
業
成
果 成果

（目標達成状況）
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三原市中山間地域コミュニティビジネス支援事業　活用事例 

 

 

 
和木自治振興会 サテライトオフィス誘致・運営事業

 旧和木小学校の２階空き教室３室を貸

オフィスとして整備し、地域課題の解

決や地域資源の活用につながるパート

ナー企業の誘致を実施 
 
○貸しオフィスに２社入居（R7.3 時

点） 

○入居した事業者の従業員１名が移住 
 
初年度（H30）事業費　4,270,000 円 

補助金 3,737,000 円（施設改修等補助　

2,889 千円、事業運営 848 千円） 
次年度（H31）事業費　697,707 円 

補助金 500,000 円（事業運営） 

 
椹梨自治振興会

四國五郎ギャラリー関連事業／文化教養講座開設事業 
／飲食、物品販売事業

 ・四國五郎ギャラリーを核とした観光

客の誘致、小中学生を対象とした平

和学習の開催 
・大和町文化人のネットワークを活用

して文化教養講座の開設 
・飲食、物品販売事業の実施 
・酒類販売事業（ハトムギ焼酎）の実施 
 
○須波小学校児童受入・交流実施　 

 

初年度（H30）事業費　2,434,447 円 

補助金 2,051,000 円（施設改修等補助　

1,827 千円、事業運営 224 千円） 

次年度（H31）事業費　773,301 円 

補助金 434,000 円（事業運営） 

公式フェイスブック

公式ホームページ
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江木自治区 「もうもうカフェ」の設置・運営

 江木商店街にある空き家を活用し、江

木地区内外の人が気軽に集える場所と

して、もうもうカフェを整備・開設 
・休息、交流の場の提供 
・飲食サービスの提供 
・手づくり商品、農作物の展示・販売 
・町内情報の発信、来訪客への観光案

内 
 
○もうもうカフェ毎週土曜日営業 
 
初年度（R3）事業費　3,958,999 円 

補助金 3,320,000 円（施設改修等補助　

3,000 千円、事業運営 320 千円） 

次年度（R4）事業費　511,525 円 

補助金 500,000 円（事業運営） 

 
高坂町内会 「高坂の郷のどか」の設置・運営

 観光・交流の推進、地場産業の振興及

び町民交流の推進を図るため、空き家

を活用し、宿泊サービス等を提供する

滞在交流拠点の整備・運営 
 
○物販イベント年２回「郷の市」の定

着 

○（R6 年度）日帰り・宿泊利用者 373

人 
 
初年度（R4）事業費　6,421,000 円 

補助金 4,000,000 円（施設改修等補助　

3,000 千円、事業運営 1,000 千円） 
次年度（R5）事業費　778,640 円 

補助金 500,000 円（事業運営） 

公式ライン

公式ホームページ
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